
68 浜の担い手・地域活性化対策
【６，５６３（４，９５１）百万円】

対策のポイント
・漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な実行を支援する
ため、自らプランの見直しを行う活動や、浜プランに基づく共同利用施設の
整備、水産資源の維持管理、漁港漁場の機能高度化等の取組を支援します。
・人材の育成・確保等により、持続的な漁業生産構造の確保や漁業活動を担
う経営体の育成を行います。

＜背景／課題＞
・水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト削減の
ために具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」を実行しているところです。

・「浜の活力再生プラン」における目標の達成を支援するため、必要に応じたプラン
の見直し、プランに位置づけられた共同利用施設の整備やプラン策定地域における
水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策等の取組を支
援する必要があります。

・また、水産物の安定供給の確保と水産業・漁村の発展のためには、漁業の将来を担
う人材の確保・育成や女性が中心となって取り組む活動の推進等が急務となってい
ます。

政策目標
○浜の活力再生プランを策定した漁村地域の漁業所得を５年後に10％以上向上
○毎年度2,000人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞
１．浜の活力再生交付金 ５，４００（４，１００）百万円
（１）浜の活力再生プラン推進事業 ５０（－）百万円

漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な実行
を支援するため、プランの見直しに関する活動に対して支援します。

交付率：定額
事業実施主体：地域水産業再生委員会

（２）水産業強化支援事業 ５，３５０（４，１００）百万円
「浜の活力再生プラン」を上位計画として位置づけ、プランに位置づけられた共

同利用施設の整備、プラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場
の機能高度化や防災・減災対策に必要な整備等を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）
事業実施主体：都道府県、市町村、水産業協同組合等

２．新規漁業就業者総合支援事業 ９２７（５７７）百万円
新規漁業就業者を確保するため、地方公共団体や漁業者団体等による、漁業学

校等での若者の学習、就業相談会等の開催、漁業現場での長期研修、漁業活動に
必要な経営管理の知識や技術の習得のための講習会の開催等の自発的な取組を総
合的に支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体
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３．漁村女性地域実践活動促進事業 ２１（２３）百万円
漁業や水産業を基幹産業とする地域の活性化を進めるため、漁村女性が中心と

なって取り組む特産品の加工開発等の意欲的な実践活動を支援するとともに、実
践活動に必要な知識・技術習得のための研修会や優良事例の横展開を図るための
成果発表会の開催等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体等

４．安全な漁業労働環境確保事業 １５（１６）百万円
漁船の安全操業等について知識を有する「安全推進員」を養成するとともに、

遊漁船業者等への安全講習会の実施及び指導員による安全指導の実施等の取組を
支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先:
１の（１）の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９２）
１の（２）の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９１）
２、４の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０）
３の事業 水産庁研究指導課（０３－６７４４－２３７４）
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 漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン（浜プラン）」の着実な実行を支援するため、 
① 自ら浜プランの見直しを行う活動を支援 
② 浜プランに基づく共同利用施設の整備、水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防   
 災・減災対策等の取組を支援 

浜の活力再生交付金 【平成29年度予算概算決定額 ： ５,４00（4,100）百万円】 

 
 ・地域自ら策定する「浜の改革」を目指す計画 
 ・漁業所得の10%以上の向上を目標 

浜の活力再生プラン 

課題 検討 プラン作成 実践 

＜以下の事業により、浜プランの実行を支援＞ 

浜の活力再生プラン推進事業 
浜プランの着実な実行を支援するため、プランの見直しに関する活動に対して支援 

水産業強化支援事業 
浜プランを上位計画として位置づけ、浜プランの取組に位置づけられた共同利用施設の整備、浜プラン策定地域における水産資源の管理・維持
増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策に必要な整備等を支援 

＜ハード事業＞ 
 ・漁業収益力や水産物流機能の強化のための共同利用施設等の整備を支援 
 ・種苗放流、環境整備等水産資源の増大のための施設の整備を支援 
 ・漁港漁場の機能高度化、漁業地域の防災・減災等に必要な整備を支援 

＜ソフト事業＞ 
・漁場の利用調整、密漁防止対策、境界水域に 
 おける操業の管理徹底等を支援 
・内水面の調査指導、生産履歴の記録等の取組 
 を支援 
・災害の未然防止、被害の拡大防止、ハザード 
 マップ作成等を支援 

津波避難タワー 種苗生産施設 荷さばき施設 

浜の活力再生交付金 

鮮度保持施設 
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